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外国の無線局の運用許可申請書の様式（第31条第４項関係）（総合通信局長がこの
様式に代わるものとして認めた場合は、それによることができる。）

［新設］

外国の無線局の運用許可申請書
年 月 日

（何）総合通信局長 殿（注１）
法第103条の５の規定により、包括免許に係る特定無線局と通信の相手方を同じくする外国の

無線局を運用したいので、下記のとおり申請します。
記

１ 申請者（注２）

２ 包括免許に係る特定無線局と通信の相手方を同じくする外国の無線局に係る事項

３ 申請の内容に関する連絡先

住 所 都道府県市区町村コード 〔 〕

〒（  ）

フリガナ

印

氏名又は名称及び代
表者氏名

 包括免許の番号

 通信の相手方

 電波の型式並びに希望する周波
数の範囲及び空中線電力

 当該無線局の無線設備が法第３
章に定める技術基準に相当するも
のとして総務大臣が別に告示する
技術基準に適合する事実

所属、氏名 フリガナ

電話番号

電子メールアドレス

 備考
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